
（第１面） 

第１号様式（第１５条関係） 

京都市分譲マンション耐震化促進事業交付申請書 

（宛先）京都市長 年  月  日 

申請者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所

の所在地） 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

（電話    －   －     ） 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。 

１ 補助金の区分 □ 診断補助金 □ 計画作成補助金 □ 改修補助金 

２ 補助対象者の

概要 
申請者区分 

□ 所有者  

□ 所有者以外（                 ） 

３ 補助対象建築

物の概要 

種別 
□ 特定分譲マンション  （住戸数：     ） 

□ その他の分譲マンション（住戸数：     ） 

名称（棟名）  

所在地  

用途  

構造 造    

階数   地上   階 地下   階 （塔屋   階） 

延べ面積              ㎡ 

着工年月日の確認 □ 昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手したもの  

建築基準法の違反の有無 □ なし  □ あり 

建築確認 
当初     年   月   日  第      号 

最終     年   月   日  第      号 

検査済証 
当初     年   月   日  第      号 

最終     年   月   日  第      号 

公的機関の所有 □ なし  □ 一部 

他の補助金等の状況 □ なし  □ あり（耐震改修等に関する同種類似の補助金等） 

管理計画 

□ 認定取得済 

□ 未（作成中）※ 

※ 作成中とは、管理組合等で協議中であることを含む 

賃借人 □ なし  □ あり 

耐震診断の状況 □ 未診断   □ 耐震性なし 

耐震改修計画の評価等

※ 改修補助金のみ記入。 
□ あり  □ なし 



（第２面） 

４ 補助事業の内

容等 

補助事業着手予定日 年  月  日 

補助事業完了予定日 年  月  日 

耐震診断方法 

 

 

（第  次診断） 

耐震診断者又は 

耐震改修計画作成者 

（複数者の場合は、別

紙で添付） 

氏名 

（   ）建築士 （   ）登録第       号 

講習会名 

講習会修了番号 

所属事務所名称 

（         ）知事登録第        号 

代表者名 

所在地 

評価を受ける予定の 

耐震判定委員会等 
 

耐震改修工事施工予定者 

＊ 改修補助金のみ記入。 

名称 

所在地 

５ 補助事業に要

する費用の総額

（税抜） 

特定分譲マンション 円 

その他の分譲マンション  

耐震診断 円 

計画作成 円 

耐震改修 円 

合計 円 

６ 交付申請額 

特定分譲マンション 円 

その他の分譲マンション  

診断補助金 円 

計画作成補助金  円 

改修補助金 円 

合計 円 

 

 



（第３面） 

段階的改修の概要 

１ 交付を受けようとする耐震改修の区分 

  □ 段階的改修（第１回目） 

  □ 段階的改修（第２回目） 

 

２ 交付を受けようとする耐震改修の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 現況及び交付を受けようとする耐震改修後の耐震性能 

方

向 

階 現況 耐震改修後の耐震性能 

      判

定 

      判

定 

X 

8               

7               

6               

5               

4               

3               

2               

1               

Y 

8               

7               

6               

5               

4               

3               

2               

1               
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４ 段階的改修（第２回目）概要と耐震改修後の耐震性能 

段階的改修（第２回目）概要 方

向 

階 耐震改修後の耐震性能 

事業予定      年   月～ 

     年   月 

      判

定 

X 

8        

事業に要する 

予定費用の総額 
円 

7        

6        

交付申請予定額 円 5        

耐震改修の方針 

 

4        

3        

2        

1        

Y 

8        

7        

6        

5        

4        

3        

2        

1        

 

 



 

第２号様式（第１８条第２項関係） 

京都市分譲マンション耐震化促進事業変更承認申請書 

（宛先）京都市長 年  月  日 

申請者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所

の所在地） 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

（電話    －   －     ） 

 

 京都市分譲マンション耐震化促進事業補助金交付要綱第１８条第２項の規定により補助事業の変更の

承認を申請します。 

１ 補助金の区分 □ 診断補助金 □ 計画作成補助金 □ 改修補助金 

２ 補助対象建築物

の概要 

種別 
□ 特定分譲マンション  （住戸数：     ） 

□ その他の分譲マンション（住戸数：     ） 

名称（棟名）  

所在地  

３ 交付決定の内容 

交付決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第   号 

交付予定額 円 

完了予定日 年  月  日 

４ 変更の内容 

（変更前） 

 

 

（変更後） 

 

 

 

５ 変更の理由 

 

 

 

６ 変更後の補助事

業に要する費用

の総額（税抜） 

特定分譲マンション 円 

その他の分譲マンション  

耐震診断 円 

計画作成 円 

耐震改修 円 

合計 円 

７ 変更後の交付申

請額 

特定分譲マンション 円 

その他の分譲マンション 

診断補助金 円 

計画作成補助金  円 

改修補助金 円 

合計 円 



 

第３号様式（第１８条第４項関係） 

京都市分譲マンション耐震化促進事業（中止・廃止）承認申請書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日 

届出者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所

の所在地） 

 

届出者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

（電話   －   －     ） 

 

 京都市分譲マンション耐震化促進事業補助金交付要綱第１８第条第４項の規定により 

補助事業の（中止・廃止）を申請します。 ※「中止」又は「廃止」に○印 

１ 補助金の区分 □ 診断補助金 □ 計画作成補助金 □ 改修補助金 

２ 補助対象建築物

の概要 

種別 
□ 特定分譲マンション  （住戸数：     ） 

□ その他の分譲マンション（住戸数：     ） 

名称（棟名）  

所在地  

３ 交付決定の内容 
交付決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第   号 

交付予定額 円 

４ 中止・廃止予定日 年  月  日 

５ 中止・廃止の理由 ※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※中止：補助事業着手後に事業を取りやめる場合 

 廃止：補助事業着手前に事業を取りやめる場合 
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第４号様式（第１９条第１項関係） 

京都市分譲マンション耐震化促進事業完了実績報告書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日 

報告者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所

の所在地） 

 

報告者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

（電話    －   －     ） 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により補助事業の完了を報告します。 

１ 補助金の区分 □ 診断補助金 □ 計画作成補助金 □ 改修補助金 

２ 補助対象建築物

の概要 

種別 
□ 特定分譲マンション  （住戸数：     ） 

□ その他の分譲マンション（住戸数：     ） 

名称（棟名）  

所在地  

３ 交付決定の内容 

交付決定日及び番

号 

    年  月  日 京都市指令都建安第   号 

交付予定額 円 

４ 補助事業の内容

等 

補助事業着手日 年  月  日 

補助事業完了日 年  月  日 

耐震診断方法 （第  次診断） 

耐震診断結果  

耐震診断者又は 

耐震改修計画作成

者 

（複数者の場合は、

別紙で添付） 

氏名 

（   ）建築士 （   ）登録第       号 

講習会名 

講習会修了番号 

所属事務所名称 

（         ）知事登録第        号 

代表者名 

所在地 

評価を受けた耐震

判定委員会等 
 

耐震改修工事施工

者 

名称 

所在地 

５ 軽微な変更の内容（別紙でも可） 
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６ 補助事業に要

した費用の総

額（税抜） 

特定分譲マンション 円 

その他の分譲マンション 

耐震診断 円 

計画作成 円 

耐震改修 円 

合計 円 

７ 交付申請額 

特定分譲マンション 円 

その他の分譲マンション  

診断補助金 円 

計画作成補助金  円 

改修補助金 円 

合計 円 

 

  



（第３面） 

耐震改修後の耐震性能と耐震改修の事業計画書 

１ 耐震改修の概要 ※計画作成補助金又は改修補助金の場合に記入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 現況及び耐震改修後の耐震性能 ※計画作成補助金又は改修補助金の場合に記入。 

方

向 

階 現況 耐震改修後の耐震性能 

      判

定 

      判

定 

X 

8               

7               

6               

5               

4               

3               

2               

1               

Y 

8               

7               

6               

5               

4               

3               

2               

1               

 

３ 事業計画の概要 ※特定分譲マンションにおける計画作成補助金の場合に記入。 

事業予定     年   月 ～    年   月 

事業に要する予定費用の総額 円 

交付申請予定額 円 

耐震改修工事施工予定者 名称 

所在地 



 

第５号様式（第２０条関係） 

京都市分譲マンション耐震化促進事業補助金請求書 

（宛先）京都市長 年  月  日 

請求者の住所（法人その他の団体にあっては、主た

る事務所の所在地） 

 

 

 

請求者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

（電話    －   －     ） 

 

 京都市分譲マンション耐震化促進事業補助金交付要綱第２０条の規定により補助金を請求し

ます。 

１ 補助金の区分 □ 診断補助金 □ 計画作成補助金 □ 改修補助金 

２ 補助対象建築物

の概要 

種別 
□ 特定分譲マンション  （住戸数：     ） 

□ その他の分譲マンション（住戸数：     ） 

名称（棟名）  

所在地  

３ 交付額決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第   号 

４ 請求額※ 
 

 
         円 

※ 金額の先頭に「￥」等を記入してください。 

（振込口座） 

区
分 

□登録していない下記の口座→全て記入してください。 

□登録済みの口座（１口座のみ登録）→以下記入不要です。 

□登録済みの口座（複数口座を登録）のうち、下記の口座→口座番号まで記入してください。  

振
込
先
金
融
機
関
名 

銀  行 

信用金庫 

信用組合 

農  協 

本 店 

支 店 

出張所 

受

取

人 

預
金
種
目 

１ 普通(総合) 

２ 当座 

３ 貯蓄 

４ その他 

口
座
番
号 

       

（フリガナ） 

 

（口座名義） 

 

※ 請求者の名義の口座を記入してください。 

※ ゆうちょ銀行の場合は、振込用の店名（漢数字）・預金種目・口座番号を記入してください。 
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第６号様式（第２６条第１項関係） 

京都市分譲マンション耐震化促進事業全体設計（変更）承認申請書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日 

申請者の住所（法人その他の団体にあっては、主た

る事務所の所在地） 

 

 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

（電話    －   －     ） 

 

 京都市分譲マンション耐震化促進事業補助金交付要綱第２６条第１項の規定により全体設計

の（変更）承認を申請します。 

１ 補助金の区分 □ 改修補助金 

２ 補助対象建築物

の概要 

種別 
□ 特定分譲マンション   

 

名称（棟名）  

所在地  

３ 全体設計を必要とする理由 
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全体設計表 

 

事業の内容 

（区分、階数、面積等） 

 

工事施工期間 年  月  日 ～     年  月  日 

経 費 の 配 分 

 

金 額 

（千円） 

（内訳） 

年度 年度 年度 

事 業 費     

 工 事 費     

（内訳）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

摘 要 

 

（備考） 変更に係る申請に当たっては、上段に変更前、下段に変更後を記載し、変更前の内容は

括弧書きとしてください。 

 

 


